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千葉市雨水貯留施設及び浸透施設工事費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市長は、「雨水の貯留及び浸透に関する指針」（平成１２年１１月策定）に

基づき、雨水の流出抑制と地下水の涵養並びに雨水の利用を促して自然環境の

保全と回復に資するため、住宅等で行う雨水貯留施設及び浸透施設設置工事に

要する経費について、千葉市補助金等交付規則（昭和６０年規則第８号。以下

「規則」という）及びこの要綱に基づき、補助金を交付する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号の用語の意義は、それぞれ各号に掲げるとおり

とする。 

（１）浄 化 槽   合併処理浄化槽（浄化槽法（昭和５８年法律第４３号） 

第２条第１号に規定する浄化槽及び単独処理浄化（し尿のみを

処理する浄化槽で、浄化槽法第３条の２に該当するもの及び浄

化槽法の一部を改正する法律（平成１２年法律第１０６号）附

則第２条に該当するもの）をいう。 

（２）雨水貯留施設  公共下水道への接続により廃止する浄化槽（以下「既存浄化

槽」という。）を雨水貯留槽に転用し、あるいは新たに市販の

雨水貯留槽を設置して、公共下水道又は水路等への雨水流出を

抑制する施設をいう。 

（３）雨水浸透施設  浸透孔を有する雨水浸透ますとその周辺の充てん材等から構

成される構造物で、雨水を地中に浸透させる施設をいう。 

 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げ

る事業とする。 

（１）雨水貯留施設を設置する事業 

（２）雨水浸透施設を設置する事業 

 

（補助事業者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者は、千葉市雨水貯留施設及び浸透施設設設置基

準第４条に規定する補助対象区域内に土地又は建築物を所有及び占有してい

る者で前条に規定する補助事業を行おうとする者（以下「補助事業者」という）

とする。 

 

（補助事業の種目、経費及び補助額） 

第５条 補助事業の種目、経費及び補助額は、次のとおりとし予算の範囲内において補助す

るものとする。 

 

 

 

 



種    目 経    費 
補   助   額 

区   分 補 助 単 価 

雨水貯留施設 

（既存浄化槽転用 

雨水貯留槽） 

浄化槽改造時の清掃、内 

部部品の撤去改造、ポン 

プの購入設置、雨水の集 

排水のための配管等に要 

する材料費、工事費、諸 

経費 

 

既存浄化槽 

  

 

 

１基当たり 

７５，０００円 

雨水貯留施設 

（市販雨水貯留槽） 

雨水貯留槽の設置、雨水 

の集排水のための配管等 

に要する材料費、工事費、

諸経費。 

ただし自己施工分の工事 

費、諸経費等を除く。 

 

容量１００L以上 

２００L未満 

 

 

１基当たり 

１８，０００円 

容量２００L以上 

 

 

１基当たり 

２５，０００円 

 

雨水浸透施設 

（雨水浸透ます） 

雨水浸透ますの設置、雨 

水の集排水のための配管 

等に要する材料費、工事 

費、諸経費 

口径１５０mm 

 

口径２００mm 

 

口径又は内法 

  ３００mm 

口径又は内法 

  ３５０mm以上 

 

構造は「千葉市雨 

水貯留施設及び浸 

透設備基準」のと 

おりとする 

 

１個当たり 

１１，０００円 

１個当たり 

１３，０００円 

１個当たり 

１６，０００円 

１個当たり 

２６，０００円 

 

ただし１宅地４個 

を補助限度とする。 

 

２ 補助金の額は、消費税相当額を含むものとし、1,000円未満の端数があるときは、 

これを切り捨てた額とする。 

 

 



（交付の申請） 

第６条 補助事業者が規則第３条の規定により補助金の交付を申請しようとする時

は、補助事業に係わる工事の着工前に雨水貯留施設及び浸透施設工事費補助金

交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

（1）工事場所の案内図 

（2）平面図・構造図 

（3）見積書 

（4）その他、市長が必要とする書類 

２ 前項の規定に関わらず、補助事業者自ら施工可能な市販雨水貯留槽について補助

金の交付を申請しようとする時は、その製品購入後６０日以内に雨水貯留施設及

び浸透施設工事費補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付し

て市長に提出できるものとする。 

（1）工事場所の案内図 

（2）平面図・構造図 

（3）領収書 

（4）その他、市長が必要とする書類 

 

（交付の条件） 

第７条 市長は、補助金の交付を決定する場合においては、補助金の交付の目的を達

成するため次の各号の条件を附するものとする。 

（１）補助事業の内容、経費配分又は遂行計画の変更をする場合には、あらかじめ承

認を受けること。 

（２）補助事業中止又は廃止する場合には、あらかじめ市長の承認を受けること。 

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難と 

なった場合には、すみやかに市長に報告し、その指示を受けること。 

 

（変更等承認の申請） 

第８条 補助事業者が前条第１号又は第２号に規定する承認を受けようとするとき

は、雨水貯留施設及び浸透施設工事変更（中止・廃止）申請書（様式第２号）

を市長に提出しなければならない。 

 

（補助決定通知） 

第９条 市長が規則第６条第１項の規定により通知をするときは、雨水貯留施設及び

浸透施設工事費補助決定通知書（様式第３号）によるものとする。 

 

２ 市長が規則第６条第２項の規定により通知をするときは、雨水貯留施設及び浸透

施設工事費補助金交付決定兼額確定通知書（様式第４号）によるものとする。 

 

 

 

 

 



 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者が規則第１２条の規定により報告するときは、補助事業が完了

した日から３日以内に、雨水貯留施設及び浸透施設実績報告書（様式第５号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第６条第２項の申請に伴い、規則第１２条の規定によ

り報告するときは、補助事業完了後速やかに、雨水貯留施設及び浸透施設実績報告

書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

 

（補助金額の確定通知） 

第１１条 市長が規則第１３条の規定により通知するときは、雨水貯留施設及び浸透

施設工事費補助金交付決定通知書（様式第６号）によるものとする。 

 

（交付の請求） 

第１２条 補助事業者が規則第１６条第１項の規定により補助金の交付を受けよう

とするときは、雨水貯留施設及び浸透施設工事費補助金交付請求書（様式第７

号）を市長に提出しなければならない。 

 

（管理協定の締結） 

第１３条 補助事業者が前条の請求書を提出するときは、雨水貯留施設及び浸透施設

の管理に関する協定書（様式第８号。以下「協定書」という）２通に署名押印

して市長に提出するものとする。 

 

（決定の取消通知） 

第１４条 市長が規則第１７条第３項において準用する規則第６条の規定により通

知するときは、雨水貯留施設及び浸透施設工事費補助金交付決定取消通知書

（様式第９号）によるものとする。 

 

（返還命令） 

第１５条 市長が規則第１８条第１項又は第２項の規定により返還を命ずるときは、

雨水貯留施設及び浸透施設工事費補助金返還命令書（様式第１０号）によるも

のとする。 

 

（財産処分の制限） 

第１６条 規則第２０条ただし書に規定する市長が定める期間は、次の各号に掲げる

財産の区分によりそれぞれ該当各号に掲げるとおりとする 

（１）雨水貯留施設  ７年以上 

（２）雨水浸透施設  ７年以上 

 

（委任） 

第１７条 この要綱の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 



附 則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年５月１３日から施行する。 

２ 改正後の第 6条 2項の規定は、平成２３年４月 1日から施工の日までに購入した

ものについても適用する。 

 附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 


